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(57)【要約】
【課題】搬送スクリューを低速回転させ画像形成を行う
場合に、現像容器内の現像剤量が増えることに起因する
剤漏れやスクリューロック等を抑制できる画像形成装置
の提供。
【解決手段】制御部は画像形成ジョブの終了時（Ｓ３）
や、平均画像比率が所定値以上であり且つカウントした
記録材の累計枚数が所定枚数に達する度に（Ｓ６）、低
速回転させていた現像スクリューを所定時間に亘り高速
回転させる（Ｓ４、Ｓ７）。現像スクリューを画像形成
時よりも高速回転させると、現像スクリューの排出口に
対向した対向部において現像剤の剤面が上昇し、オーバ
ーフローによる排出口からの現像剤の排出が促進される
。こうして、現像容器内の現像剤が排出口から半強制的
に排出されるので、現像容器内の現像剤量は剤漏れやス
クリューロックなどが生じ難い量にまで減少し得る。こ
うして、現像容器内の現像剤量が増えることに起因する
剤漏れやスクリューロック等を抑制できる。
【選択図】図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　像担持体と、
　トナーとキャリアを含む現像剤を担持し、前記像担持体に形成された静電像を前記現像
剤により現像する現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体に現像剤を供給する第一室と、前記第一室とで現像剤の循環経路を形
成する第二室と、前記循環経路の現像剤をオーバーフローさせて排出可能に前記第一室又
は前記第二室の所定高さ位置に形成された排出口とを有する現像容器と、
　前記排出口が形成された前記第一室又は前記第二室に配置され、回転軸と、前記回転軸
に形成された螺旋状の羽根と、回転軸線方向に関し前記排出口の範囲内の少なくとも一部
に前記羽根よりも現像剤の跳ね上げが抑制される跳ね上げ抑制部とを有した、現像剤を搬
送する搬送スクリューと、
　前記搬送スクリューを第一速度と前記第一速度よりも速い第二速度とで駆動可能な駆動
手段と、
　前記現像容器に現像剤を補給する補給手段と、
　前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて画像形成し、非画像形成時に、前記搬
送スクリューを前記第一速度から前記第二速度に切り替えて駆動する駆動モードを実行可
能な制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前回の前記駆動モードから、前記搬送スクリューを前記第一速度で回
転させて画像形成した記録材の枚数を累計すると共にそれら記録材の平均画像比率を求め
、前記累計した記録材の枚数が所定枚数以上で、且つ、前記平均画像比率が所定比率以上
となった場合に前記駆動モードを実行する、
　ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて画像形成する最初の
画像形成開始から、画像形成した記録材の枚数を累計すると共にそれら記録材の平均画像
比率を求め、前記累計した記録材の枚数が所定枚数以上で、且つ、前記平均画像比率が所
定比率以上となった場合に前記駆動モードを実行する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、前記駆動モード時、前記平均画像比率が第一比率である場合に第一駆
動時間に亘り前記搬送スクリューを駆動し、前記平均画像比率が前記第一比率より高い第
二比率である場合に前記第一駆動時間よりも長い第二駆動時間に亘り前記搬送スクリュー
を駆動する、
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記搬送スクリューを前記第一速度から前記第二速度に切り替えて所
定時間以上に亘り回転させて画像形成した場合に、前記累計した記録材の枚数と前記平均
画像比率をリセットする、
　ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　像担持体と、
　トナーとキャリアを含む現像剤を担持し、前記像担持体に形成された静電像を前記現像
剤により現像する現像剤担持体と、
　前記現像剤担持体に現像剤を供給する第一室と、前記第一室とで現像剤の循環経路を形
成する第二室と、前記循環経路の現像剤の一部をオーバーフローさせて排出可能に前記第
一室又は前記第二室の所定高さ位置に形成される排出口とを有する現像容器と、
　前記排出口が形成された前記第一室又は前記第二室に配置され、回転軸と、前記回転軸
に形成された螺旋状の羽根と、回転軸線方向に関し前記排出口の範囲内の少なくとも一部
に前記羽根よりも現像剤の跳ね上げが抑制される跳ね上げ抑制部とを有した、現像剤を搬
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送する搬送スクリューと、
　前記搬送スクリューを第一速度と前記第一速度よりも速い第二速度とで駆動可能な駆動
手段と、
　前記現像容器に現像剤を補給する補給手段と、
　前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて画像形成し、非画像形成時に、前記搬
送スクリューを前記第一速度から前記第二速度に切り替えて駆動する駆動モードを実行可
能な制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前回の前記駆動モードから、前記搬送スクリューを前記第一速度で回
転させて画像形成した際に前記補給手段により補給された現像剤の補給量を現像剤の補給
量に関する情報に基づき累計し、前記累計した補給量が所定値以上となった場合に前記駆
動モードを実行する、
　ことを特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて画像形成する最初の
画像形成開始から、前記補給量を累計し、前記累計した補給量が所定値以上となった場合
に前記駆動モードを実行する、
　ことを特徴とする請求項５に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記補給手段は、現像剤を収容した補給容器と、１回転するごとに前記補給容器から所
定量の現像剤を前記現像容器に補給する補給スクリューとを有し、
　前記現像剤の補給量に関する情報は、前記補給スクリューを回転した回数である、
　ことを特徴とする請求項５又は６に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記制御手段は、前記搬送スクリューを前記第一速度から前記第二速度に切り替えて所
定時間以上に亘り回転させて画像形成した場合に、前記累計した補給量をリセットする、
　ことを特徴とする請求項５乃至７のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記非画像形成時は、画像形成のために連続搬送される記録材と記録材との間に対応す
る時間であり、
　前記制御手段は、前記駆動モード時、前記記録材と記録材との間に対応する時間を前記
駆動モードを実行しない場合よりも拡げる、
　ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項１０】
　前記跳ね上げ抑制部は、前記螺旋状の羽根を切り欠いた切り欠き部である、
　ことを特徴とする請求項１乃至９のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プリンタ、複写機、ファクシミリあるいは複合機など、電子写真技術を用い
た画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリンタ、複写機、ファクシミリあるいは複合機などの画像形成装置は、感光ドラム上
に形成した静電像を現像剤により現像して、可視像化する現像装置を備えている。現像装
置では、トナーとキャリアを含む二成分現像剤（以下、単に現像剤と呼ぶ）が用いられて
いる。現像装置ではトナーをキャリアにより摩擦帯電させるために、回転する搬送スクリ
ューによって現像剤が現像容器内を撹拌搬送されている。トナーは画像形成時に消費され
る一方で、キャリアはほとんど消費されずに繰り返し使用される。それ故、繰り返し使用
されたキャリアはトナーに対する帯電性能が低下してしまい、そうしたキャリアを多く含
む現像剤がそのまま用い続けられると、トナーの帯電不足により画像不良が生じやすくな
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る。
【０００３】
　従来、キャリアの帯電性能を維持するためにトナーと共にキャリアを補給し、それに伴
い生ずる余剰分の現像剤を排出口から排出させる、所謂ＡＣＲ（Ａｕｔｏ　Ｃａｒｒｉｅ
ｒ　Ｒｅｆｒｅｓｈ）方式を採用した現像装置が提案されている（特許文献１）。この現
像装置の場合、余剰分の現像剤が搬送スクリューによる搬送時に排出口から溢れ出るよう
にオーバーフローさせて排出可能なように、現像容器の側壁の所定高さ位置に排出口が形
成されている。また、搬送スクリューの跳ね上げによる排出口からの過剰な現像剤の排出
を抑制するために、搬送スクリューのうち排出口に対向した対向部において、羽根を小径
化したり羽根を切り欠いたりすることが提案されている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公平２－２１５９１号公報
【特許文献２】特開２０００－１１２２３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、最近では一台で多様な記録材への印刷を行うべく、感光ドラムや現像スリー
ブのプロセススピードを可変としている。そして、現像スリーブのプロセススピードが変
更されることに伴って、搬送スクリューの回転数も変更される。上述した特許文献２に記
載の現像装置では、遅いプロセススピードで画像形成される場合、搬送スクリューは低速
回転される。しかし、搬送スクリューが低速回転された場合、搬送スクリューの対向部に
現像剤が溜まり難くなり、現像剤の剤面高さが排出口をオーバーフローするまでに至らな
いことが多かった。つまり、現像剤が現像容器から排出され難くなる。現像剤が現像容器
から排出され難くなれば、現像容器内の現像剤量が増えすぎて、現像剤が排出口以外から
現像容器外に漏れ出したり（剤漏れと呼ぶ）、搬送スクリューが現像剤により回転し難く
なったりし得る（スクリューロックと呼ぶ）。
【０００６】
　本発明は上記問題に鑑みてなされたもので、搬送スクリューを低速回転させ画像形成を
行う場合に、現像容器内の現像剤量が増えることに起因する現像容器からの剤漏れや搬送
スクリューのスクリューロックなどを抑制できる画像形成装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る画像形成装置は、像担持体と、トナーとキャリアを含む現像剤を担持し、
前記像担持体に形成された静電像を前記現像剤により現像する現像剤担持体と、前記現像
剤担持体に現像剤を供給する第一室と、前記第一室とで現像剤の循環経路を形成する第二
室と、前記循環経路の現像剤をオーバーフローさせて排出可能に前記第一室又は前記第二
室の所定高さ位置に形成された排出口とを有する現像容器と、前記排出口が形成された前
記第一室又は前記第二室に配置され、回転軸と、前記回転軸に形成された螺旋状の羽根と
、回転軸線方向に関し前記排出口の範囲内の少なくとも一部に前記羽根よりも現像剤の跳
ね上げが抑制される跳ね上げ抑制部とを有した、現像剤を搬送する搬送スクリューと、前
記搬送スクリューを第一速度と前記第一速度よりも速い第二速度とで駆動可能な駆動手段
と、前記現像容器に現像剤を補給する補給手段と、前記搬送スクリューを前記第一速度で
回転させて画像形成し、非画像形成時に、前記搬送スクリューを前記第一速度から前記第
二速度に切り替えて駆動する駆動モードを実行可能な制御手段と、を備え、前記制御手段
は、前回の前記駆動モードから、前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて画像形
成した記録材の枚数を累計すると共にそれら記録材の平均画像比率を求め、前記累計した
記録材の枚数が所定枚数以上で、且つ、前記平均画像比率が所定比率以上となった場合に
前記駆動モードを実行する、ことを特徴とする。
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【０００８】
　本発明に係る画像形成装置は、像担持体と、トナーとキャリアを含む現像剤を担持し、
前記像担持体に形成された静電像を前記現像剤により現像する現像剤担持体と、前記現像
剤担持体に現像剤を供給する第一室と、前記第一室とで現像剤の循環経路を形成する第二
室と、前記循環経路の現像剤の一部をオーバーフローさせて排出可能に前記第一室又は前
記第二室の所定高さ位置に形成される排出口とを有する現像容器と、前記排出口が形成さ
れた前記第一室又は前記第二室に配置され、回転軸と、前記回転軸に形成された螺旋状の
羽根と、回転軸線方向に関し前記排出口の範囲内の少なくとも一部に前記羽根よりも現像
剤の跳ね上げが抑制される跳ね上げ抑制部とを有した、現像剤を搬送する搬送スクリュー
と、前記搬送スクリューを第一速度と前記第一速度よりも速い第二速度とで駆動可能な駆
動手段と、前記現像容器に現像剤を補給する補給手段と、前記搬送スクリューを前記第一
速度で回転させて画像形成し、非画像形成時に、前記搬送スクリューを前記第一速度から
前記第二速度に切り替えて駆動する駆動モードを実行可能な制御手段と、を備え、前記制
御手段は、前回の前記駆動モードから、前記搬送スクリューを前記第一速度で回転させて
画像形成した際に前記補給手段により補給された現像剤の補給量を現像剤の補給量に関す
る情報に基づき累計し、前記累計した補給量が所定値以上となった場合に前記駆動モード
を実行する、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、搬送スクリューを画像形成時よりも速い第二速度で回転させることに
より排出口からの現像剤の排出が促進されて、現像容器内の現像剤量が増えることに起因
する現像容器からの剤漏れや搬送スクリューのスクリューロックなどを抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態の画像形成装置の構成を示す概略図。
【図２】現像装置を現像スリーブの回転軸線方向から視た断面図。
【図３】現像装置を示す垂直方向の断面図。
【図４】対向部について説明する一部拡大図。
【図５】対向部を示す一部拡大図であり、（ａ）は第一例、（ｂ）は第二例、（ｃ）は第
三例。
【図６】回転制御系の制御ブロック図。
【図７】現像剤の排出特性を説明するためのグラフ。
【図８】高速回転時における現像剤の排出特性を示すグラフ。
【図９】現像剤の剤面高さを示す図であり、（ａ）は高速回転時、（ｂ）は低速回転時。
【図１０】低速回転時における現像剤の排出特性を示すグラフ。
【図１１】回転制御処理を示すフローチャート。
【図１２】実験結果を示すグラフであり、（ａ）は第一実施形態、（ｂ）は第一比較例。
【図１３】実験結果を示すグラフであり、（ａ）は第二実施形態、（ｂ）は第二比較例。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
［第一実施形態］
　第一実施形態について説明する。まず、本実施形態の画像形成装置の概要について、図
１を用いて説明する。図１に示す画像形成装置１００は、中間転写ベルト５に沿ってイエ
ロー、マゼンタ、シアン、ブラックの画像形成部ＰＹ、ＰＭ、ＰＣ、ＰＫを配列したタン
デム型中間転写方式のフルカラープリンタである。
【００１２】
＜画像形成装置＞
　画像形成部ＰＹでは、像担持体としての感光ドラム１Ｙにイエロートナー像が形成され
て中間転写ベルト５に転写される。画像形成部ＰＭでは、感光ドラム１Ｍにマゼンタトナ
ー像が形成されて中間転写ベルト５上のイエロートナー像に重ねて転写される。画像形成



(6) JP 2019-40107 A 2019.3.14

10

20

30

40

50

部ＰＣ、ＰＫでは、感光ドラム１Ｃ、１Ｋにそれぞれシアントナー像、ブラックトナー像
が形成されて中間転写ベルト５に順次重ねて転写される。中間転写ベルト５に転写された
四色のトナー像は、二次転写部Ｔ２へ搬送されて記録材Ｓ（用紙、ＯＨＰシートなどのシ
ート材など）へ一括二次転写される。記録材Ｓは、記録材カセット１２から給紙ローラ１
３により１枚ずつ取り出され、搬送路１１を二次転写部Ｔ２へと搬送される。
【００１３】
　画像形成部ＰＹ、ＰＭ、ＰＣ、ＰＫは、現像装置４Ｙ、４Ｍ、４Ｃ、４Ｋで用いるトナ
ーの色がイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックと異なる以外は、ほぼ同一に構成される
。以下では、画像形成部ＰＹ、ＰＭ、ＰＣ、ＰＫの区別を表す符号末尾のＹ、Ｍ、Ｃ、Ｋ
を省略して、画像形成部ＰＹ～ＰＫの構成及び動作を説明する。
【００１４】
　画像形成部Ｐは、感光ドラム１を囲んで、一次帯電器２、露光装置３、現像装置４、一
次転写ローラ６、ドラムクリーニング装置９が配置されている。感光ドラム１はアルミニ
ウム製シリンダの外周面に感光層が形成されたもので、不図示のモータにより所定のプロ
セススピードで矢印Ｒ１方向に回転する。感光ドラム１は一例であるが、記録材Ｓの坪量
が２５０（ｇ／ｍ２）までの場合に比較して３２０（ｍｍ／ｓｅｃ）の速い速度で、坪量
が２５０（ｇ／ｍ２）以上３００（ｇ／ｍ２）以下の場合に比較して１４０（ｍｍ／ｓｅ
ｃ）の遅い速度で回転駆動される。この場合、速い速度におけるＡ４プリント生産性は７
０ｐｐｍであり、遅い速度におけるＡ４プリント生産性は３５ｐｐｍである。
【００１５】
　一次帯電器２は、例えばコロナ放電に伴う荷電粒子を照射して感光ドラム１の表面を、
一様な負極性の暗部電位に帯電させる。露光装置３は例えばレーザースキャナであって、
各色の分解色画像を展開した走査線画像データをＯＮ－ＯＦＦ変調したレーザービームを
回転ミラーで走査して、帯電した感光ドラム１の表面に画像の静電像を書き込む。
【００１６】
　現像装置４は、トナーを感光ドラム１に供給し静電像をトナー像に現像する。現像装置
４は画像形成時に、制御部２０により設定された現像条件に従って画像形成動作を行う。
現像装置４（詳しくは現像容器）には、例えば初期状態でトナーとキャリアとを重量比で
約１：９の割合で混合した約１０％のトナー濃度（現像剤の全重量に占めるトナーの重量
の割合（ＴＤ比））の二成分現像剤が収容されている。本実施形態では、現像剤として負
帯電特性の非磁性トナーと正帯電特性の磁性キャリアとを含む二成分現像剤が用いられる
。現像装置４の詳細な説明については後述する（図２参照）。
【００１７】
　一次転写ローラ６は、中間転写ベルト５を挟んで感光ドラム１に対向配置され、感光ド
ラム１と中間転写ベルト５との間にトナー像の一次転写ニップ部Ｔ１を形成する。一次転
写ニップ部Ｔ１では、不図示の高圧電源により一次転写ローラ６に一次転写電圧が印加さ
れることで、トナー像が感光ドラム１から中間転写ベルト５へ一次転写される。ドラムク
リーニング装置９は、感光ドラム１にクリーニングブレードを摺擦させて、一次転写後に
感光ドラム１上に僅かに残る一次転写残トナーを除去する。
【００１８】
　中間転写ベルト５は、駆動ローラ５３、二次転写内ローラ５２及びテンションローラ５
１等のローラに掛け渡して支持され、駆動ローラ５３に駆動されて矢印Ｒ２方向に回転す
る。二次転写部Ｔ２は、二次転写内ローラ５２に張架された中間転写ベルト５に二次転写
外ローラ１０を当接して形成される記録材Ｓへのトナー像転写ニップ部である。二次転写
部Ｔ２では、二次転写外ローラ１０に二次転写電圧が印加されることで、トナー像が中間
転写ベルト５から二次転写部Ｔ２に搬送される記録材Ｓへ二次転写される。二次転写後に
中間転写ベルト５に付着したまま残る二次転写残トナーは、ベルトクリーニング装置１８
により除去される。ベルトクリーニング装置１８は、中間転写ベルト５にクリーニングブ
レードを摺擦させて二次転写残トナーを除去する。
【００１９】
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　二次転写部Ｔ２で四色のトナー像を二次転写された記録材Ｓは、定着装置１６へ搬送さ
れる。定着装置１６は、トナー像が転写された記録材Ｓを加熱／加圧して、トナー像を記
録材Ｓに定着する。定着装置１６によりトナー像が定着された記録材Ｓは、機体外の排出
トレー１７へ排出される。
【００２０】
　補給手段としての補給装置７は、画像形成に伴い現像装置４のトナーが消費されること
に応じて、消費されたトナー量に相当する分のトナー（詳しくは後述する補給剤）を、現
像剤の補給量に関する情報に基づいて現像装置４に補給する。また、画像形成装置１００
の装置本体内には、センサ３００として装置本体内の湿度を検出可能な湿度センサが配置
されている。なお、センサ３００（湿度センサ）は各現像装置４Ｙ～４Ｋのそれぞれの現
像容器内に配置されていてもよい。
【００２１】
＜二成分現像剤＞
　ここで、現像装置４で現像に供される二成分現像剤について説明する。二成分現像剤は
、非磁性トナーと磁性キャリアとを含む。トナーは、スチレン系樹脂やポリエステル樹脂
等の結着樹脂、カーボンブラックや染料、顔料等の着色剤、さらには必要に応じてその他
の添加剤を含む着色樹脂粒子と、コロイダルシリカ微粉末のような外添剤が外添されてい
る着色粒子とを有する。トナーの重量平均粒径は４μｍ以上１０μｍ以下が好ましく、８
μｍ以下がより好ましい。他方、キャリアは、例えば表面酸化あるいは未酸化の鉄、ニッ
ケル、コバルト、マンガン、クロム、希土類などの金属、及びそれらの合金、あるいは酸
化物フェライトなどが好適に使用可能である。キャリアの重量平均粒径は２０～６０μｍ
が好ましく、３０～５０μｍがより好ましい。また、キャリアの電気的な抵抗率は１０７

Ωｃｍ以上、より好ましくは１０８Ωｃｍ以上であるとよい。
【００２２】
＜現像装置＞
　現像装置４について、図２及び図３を用いて説明する。図２に示す現像装置４は、第一
室としての現像室４５と、第二室としての撹拌室４６とを上下方向に配置した縦撹拌型の
現像装置である。現像装置４は、ハウジングを形成する現像容器４１と、現像剤担持体と
しての現像スリーブ４２と、規制ブレード４３とを有している。
【００２３】
　図２に示すように、現像スリーブ４２は、感光ドラム１に対向した位置に設けられた現
像容器４１の開口部から一部露出して、また回転可能に現像容器４１に配設されている。
　現像スリーブ４２は、感光ドラム１に対し所定の隙間（ＳＤギャップ）を空けて近接配
置されている。現像スリーブ４２と感光ドラム１との最近接距離つまりＳＤギャップの距
離は、回転軸線方向に沿って例えば２６０μｍに保たれる。このＳＤギャップを介して感
光ドラム１と現像スリーブ４２とが相対する領域がＳＤギャップ部（現像領域）である。
現像スリーブ４２は、ＳＤギャップ部において感光ドラム１の進行方向（矢印Ｒ１方向）
と反対方向に移動するように、スリーブモータ６０によって回転駆動される（矢印Ｒ３方
向）。即ち、本実施形態ではカウンタ現像方式が採用されている。
【００２４】
　現像スリーブ４２はアルミニウムやステンレスなどのような非磁性材料で円筒状に形成
され、その内部にはマグネットローラ４２ｍが固定配置されている。マグネットローラ４
２ｍ内に配置された複数の磁石（Ｎ１、Ｎ２、Ｎ３、Ｓ１、Ｓ２）の磁力によって、現像
スリーブ４２の表面には現像剤の磁気穂（磁気ブラシとも呼ばれる）が形成される。現像
スリーブ４２の表面に形成された磁気穂は、非磁性材料で構成された板状の規制ブレード
４３により層厚が規制される。規制ブレード４３は、現像スリーブ４２の回転軸線方向に
沿って延在するようにアルミニウムなどで形成された板状の非磁性部材４３ａと、鉄など
で形成された磁性部材４３ｂで構成されている。規制ブレード４３は、現像スリーブ４２
の表面との間隙が調整されている。本実施形態では、規制ブレード２９により規制された
現像スリーブ４２の表面上の単位面積当りのコート量（現像剤層の層厚）が約３０ｍｇ／
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ｃｍ２になるように調整される。具体的に、規制ブレード４３と現像スリーブ４２の表面
との間隙は２００～１０００μｍ、好ましくは３００～７００μｍである。本実施形態で
は４００μｍとした。
【００２５】
　現像スリーブ４２は、規制ブレード４３によって層厚を規制された現像剤を担持したま
ま矢印Ｒ３方向に回転し、ＳＤギャップ部において感光ドラム１を磁気穂により摺擦して
感光ドラム１に現像剤を供給する。現像スリーブ４２には、不図示の高圧電源から直流電
圧と交流電圧とを重畳した現像バイアス電圧が印加される。これにより、感光ドラム１に
形成された静電像にトナーが供給されて、静電像がトナー像に現像される。
【００２６】
　現像容器４１は、重力方向の略中央部において図面垂直方向に延在する隔壁４４によっ
て、重力方向上側の現像室４５と重力方向下側の撹拌室４６とに上下方向に区画されてい
る。後述するように（図３参照）、現像室４５と撹拌室４６とは隔壁４４の両端部で連通
して現像剤の循環経路を形成している。
【００２７】
　現像室４５及び撹拌室４６の各室内には、現像スクリュー４７と撹拌スクリュー４８が
回転自在にそれぞれ配設されている。これら現像スクリュー４７及び撹拌スクリュー４８
は、回転軸の周りに螺旋状に形成された羽根を有するスクリュー構造である（図３参照）
。それ故、現像スクリュー４７と撹拌スクリュー４８とが回転することによって、現像剤
は撹拌されながら現像容器４１内を循環搬送される。現像剤が現像容器４１内を撹拌され
ながら搬送されることに伴い、トナーが負極性に、キャリアが正極性に帯電される。
【００２８】
　図３に示すように、第一搬送スクリューとしての現像スクリュー４７は、現像室４５に
おいて現像スリーブ４２（図２参照）の回転軸線方向に沿ってほぼ平行に配置され、所定
の第一方向（矢印Ｒ４方向）に現像剤を搬送する。他方、第二搬送スクリューとしての撹
拌スクリュー４８は、撹拌室４６において現像スクリュー４７とほぼ平行に配置され、現
像スクリュー４７と反対の第二方向（矢印Ｒ５方向）に現像剤を搬送する。これら現像ス
クリュー４７及び撹拌スクリュー４８は、それぞれ回転軸４７ａ、４８ａの周囲に螺旋状
の羽根４７ｂ、４８ｂを形成することで構成されている。回転軸４７ａ、４８ａの両端部
は、それぞれ現像容器４１に回転自在に支持されている。
【００２９】
　隔壁４４は、現像スクリュー４７の回転軸線方向（長手方向）両端部に、それぞれ現像
室４５と撹拌室４６とを連通させる第一連通口２１と第二連通口２２とを有する。第一連
通口２１は第一方向下流側で現像室４５から撹拌室４６へ現像剤の受け渡しを可能とし、
第二連通口２２は第一方向上流側で撹拌室４６から現像室４５へ現像剤の受け渡しを可能
とする現像剤の受け渡し部である。
【００３０】
　図２に戻り、現像スリーブ４２はスリーブモータ６０により回転される。他方、現像ス
クリュー４７及び撹拌スクリュー４８は、駆動手段としてのスクリューモータ６１により
回転される。また、現像スクリュー４７と撹拌スクリュー４８とは、例えばギア比が１：
１．０７の不図示のギア列に連結されている。現像スリーブ４２のプロセススピードは、
例えば記録材Ｓの坪量に従ってスリーブモータ６０の回転数が切り替えられることで切り
替え可能である。そして、現像スリーブ４２のプロセススピードが変更された場合には、
スクリューモータ６１の回転数が切り替えられることで、現像スクリュー４７と撹拌スク
リュー４８の回転数が変わる。本実施形態では、プロセススピードが早くなると、現像ス
クリュー４７と撹拌スクリュー４８の回転数が上げられる。即ち、現像スクリュー４７と
撹拌スクリュー４８は、第一速度と、第一速度よりも速い第二速度でスクリューモータ６
１により駆動可能となっている。例えば、現像スクリュー４７はスクリューモータ６１に
より第一速度として６５０（ｒｐｍ）で回転され、第二速度として８９０（ｒｐｍ）で回
転される。なお、現像スリーブ４２はスリーブモータ６０により２６０（ｒｐｍ）と５２
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０（ｒｐｍ）とで回転される。
【００３１】
＜現像剤の補給と排出＞
　ところで、二成分現像剤を用いて現像を行う現像装置４では、画像形成に伴いトナーが
減るだけでなく、例えばキャリアのトナーに対する帯電性能が低下するなどの現像剤の現
像特性が変化し得る。キャリアの帯電性能が低下した場合、濃度変動や飛散かぶり等の画
像不良が生じ得る。そこで、キャリアの帯電性能を回復すべく、現像装置４に接続された
補給装置７から例えばトナーとキャリアが重量比で９：１に混合された補給剤を補給して
、トナー補給と共にキャリアをリフレッシュする制御が行われる（所謂ＡＣＲ方式）。
【００３２】
　図３に示すように、現像容器４１には現像室４５の第一方向下流側に補給口３０が形成
されており、補給口３０には補給装置７（図２参照）が接続されている。本実施形態の場
合、補給口３０は現像室４５の第一連通口２１よりも第一方向上流側に形成される。補給
装置７は、補給剤を収容した補給容器としてのホッパー３１と、ホッパー３１に収容され
ている補給剤をホッパー外に搬送する補給スクリュー３２とを有する。補給スクリュー３
２が回転することで、補給口３０を介して現像室４５に補給剤が補給される。補給スクリ
ュー３２は、駆動モータ３３によって回転される。補給装置７による補給剤の補給方法と
して、本実施形態ではブロック補給方式を採用している。ブロック補給方式とは、任意の
補給量を随時補給するのではなく、予め設定した１ブロック補給量（例えば３１０ｍｇ）
ごとに補給スクリュー３２を１周回転することで補給する制御である。
【００３３】
　上記のように、補給剤は補給装置７により補給されるが、補給剤の補給に伴い現像容器
内に現像剤が多くなり過ぎると、現像剤の撹拌が不十分となって濃度変動や飛散かぶり等
の画像不良が生じやすくなる。そこで、補給剤の補給に伴い余剰になった現像剤が現像容
器４１から排出されるように、現像容器４１には排出口４０が形成されている。排出口４
０は、余剰の現像剤をオーバーフローさせて排出可能とするために、現像スクリュー４７
と撹拌スクリュー４８の回転に伴い現像容器内の現像剤の剤面が安定した状態（定常状態
）に至ったときの剤面高さにあわせた所定高さ位置に形成されている。本実施形態の場合
、排出口４０は現像室４５において補給口３０よりも第一方向上流側の現像容器４１の側
壁に形成されている。これは、補給された補給剤がすぐに排出されないようにするためで
ある。
【００３４】
＜現像スクリューの対向部＞
　余剰の現像剤をオーバーフローさせて排出させる構成の場合、現像スクリュー４７によ
って跳ね上げられた現像剤が排出口４０から排出されてしまうと、現像剤が余剰でないに
も関わらず排出されてしまい、現像容器内の現像剤が少なくなり過ぎる虞がある。そこで
、本実施形態では、回転軸線方向に関し排出口４０の範囲内の少なくとも一部の領域、こ
こでは現像スクリュー４７のうち排出口４０に対向する領域（便宜上、対向部と呼ぶ）に
関し、羽根４７ｂを切り欠くなどしている。こうした現像スクリュー４７について、図４
乃至図５（ｃ）を用いて説明する。
【００３５】
　図４に示すように、本実施形態の場合、現像スクリュー４７のうち排出口４０に対向す
る対向部４７ｃでは、羽根４７ｂが一時的に途切れており、回転軸４７ａのみが存在して
いる。羽根４７ｂを切り欠くことによって、現像スクリュー４７の跳ね上げによる排出口
４０からの現像剤の排出は抑制される。つまり、対向部４７ｃは羽根４７ｂを切り欠いて
形成された切り欠き部であって、羽根４７ｂよりも現像剤の跳ね上げが抑制される跳ね上
げ抑制部である。また、羽根４７ｂを切り欠いた場合、対向部４７ｃにおける現像剤の搬
送力は、対向部４７ｃに第一方向の上流側と下流側で隣接する、羽根４７ｂが切り欠かれ
ていない領域４７ｄにおける現像剤の搬送力よりも小さくなる。対向部４７ｃと領域４７
ｄにおける現像剤の搬送力とが上記のように異なると、対向部４７ｃでは現像剤が滞留し
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やすくなるので、現像剤の剤面高さが高くなりやすい。なお、本実施形態の場合、例えば
対向部４７ｃの第一方向長さは１４ｍｍに、排出口４０の第一方向長さは１０ｍｍに設定
される。また、第一方向に関し、対向部４７ｃの中心と排出口４０の中心とが一致するよ
うに、対向部４７ｃと排出口４０とが形成されている。
【００３６】
　なお、対向部４７ｃは羽根４７ｂを切り欠いて形成することに限らず、羽根４７ｂを対
向部４７ｃにおいて領域４７ｄよりも小径化して形成してもよい。また、図５（ａ）乃至
図５（ｃ）に示すように、羽根４７ｂを切り欠いた場合、対向部４７ｃに領域４７ｄの羽
根４７ｂよりも小径のリブを形成してもよい。図５（ａ）に示すリブ４７ｅは、回転軸４
７ａから径方向に突出して回転軸線方向に延びる突状のリブである。図５（ｂ）に示すリ
ブ４７ｆは、回転軸４７ａの周方向全周に亘って形成された断面が略楕円形状のリブであ
る。図５（ｃ）に示すリブ４７ｇは、回転軸４７ａから径方向に突出して回転軸線方向に
対し交差する方向に延びる突状のリブである。上記したリブ４７ｅやリブ４７ｇは、回転
軸４７ａに周方向及び回転軸線方向で互いに重なり合わないように、複数が形成されてい
てよい。こうしたリブ４７ｅ、４７ｆ、４７ｇを形成することにより、対向部４７ｃにお
いて現像剤の剤面高さがならされやすくなる。
【００３７】
＜制御部＞
　図１に示すように、画像形成装置１００は制御部２００を有し、制御部２００によって
上記したような画像形成装置１００を構成する各部が制御される。制御部２００について
、図６を用いて説明する。なお、制御部２００には感光ドラム１、一次帯電器２、露光装
置３、一次転写ローラ６、ドラムクリーニング装置９、中間転写ベルト５等、またそれら
を駆動するモータや電源等も接続されるが、ここでは発明の本旨でないので図示及び説明
を省略する。
【００３８】
　制御手段としての制御部２００は、画像形成動作などの画像形成装置１００の各種制御
を行うものであり、図示を省略したＣＰＵ２０１（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ　Ｕｎｉｔ）を有する。制御部２００には、記憶手段としてのＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎ
ｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）やＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）あるいは
ハードディスク装置などのメモリ２０２が接続されている。メモリ２０２には、例えば画
像形成ジョブなどの各種プログラムやデータ等が記憶されている。制御部２００はメモリ
２０２に記憶されている各種プログラムを実行して、画像形成装置１００を動作させ得る
。なお、メモリ２０２は、各種プログラムの実行に伴う演算処理結果などを一時的に記憶
することもできる。
【００３９】
　画像形成ジョブとは、記録材Ｓに画像形成するプリント信号に基づいて、画像形成開始
してから画像形成動作が完了するまでの一連の動作のことである。即ち、画像形成を行う
にあたり必要となる予備動作（所謂、前回転）を開始してから、画像形成工程を経て、画
像形成を終了するにあたり必要となる予備動作（所謂、後回転）が完了するまでの一連の
動作のことである。具体的には、プリント信号を受けた（画像形成ジョブの入力）後の前
回転時（画像形成前の準備動作）から、後回転（画像形成後の動作）までのことを指し、
画像形成期間、紙間を含む。なお、本明細書において、紙間とは、連続して画像形成が行
われる場合に、連続搬送される記録材１枚に対して形成されるトナー像と次の記録材１枚
に対して形成されるトナー像との間に対応する時間である。また、非画像形成時とは、例
えば紙間、後回転時などである。
【００４０】
　制御部２００には、上述したスリーブモータ６０、スクリューモータ６１、駆動モータ
３３が接続され、これらが制御部２００によって制御される。制御部２００は、例えば記
録材Ｓの坪量に従ってスリーブモータ６０の回転数を切り替えて、現像スリーブ４２のプ
ロセススピードを変え得る。また、制御部２００は、現像スリーブ４２のプロセススピー
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ドに応じてスクリューモータ６１の回転数を切り替えて、現像スクリュー４７と撹拌スク
リュー４８の回転数を上記した第一速度と第二速度とに変え得る。さらに、制御部２００
は駆動モータ３３を制御して、補給スクリュー３２の回転数を変え得る。制御部２００は
、例えば現像剤のトナー濃度を光学的あるいは磁気的に検出する方法、感光ドラム上の基
準潜像を現像したトナー像の濃度を検出する方法などの適宜の方法により求めた補給剤の
補給量に応じて、補給スクリュー３２の回転数と回転時間とを決める。また、制御部２０
０にはセンサ３００（湿度センサ）が接続されており、制御部２００はセンサ３００によ
り検出された湿度を取得できる。
【００４１】
＜現像剤の排出特性＞
　次に、補給剤の補給時における現像剤の排出特性について説明する。図７に、現像剤の
排出特性の典型例を示す。現像剤の排出特性とは、現像容器内の現像剤量を変数としたと
きの単位時間当たりの現像剤の排出量のことであり、図７では実線で表している。この単
位時間当たりの現像剤の排出量と、単位時間当たりに補給される補給剤の補給量と現像に
供されたトナー量との差により、現像容器内の現像剤量は変化し得る。図７に示すように
、現像容器内の現像剤量は、補給剤の単位時間当たりの最小補給量と排出特性（実線）と
の交点ａで示される現像剤量と、補給剤の単位時間当たりの最大補給量（ベタ連続時）と
排出特性との交点ｂで示される現像剤量の間を概ねとる。上記交点ａと交点ｂとは、それ
ぞれ最小補給時と最大補給時に現像容器内の現像剤量が安定（バランス）する点である。
そして、現像容器内の現像剤量が著しく少なくなると現像スリーブ４２のコーティング不
良を生じさせ、反対に著しく多くなると現像容器４１からの剤漏れを生じさせる可能性が
ある。
【００４２】
　一般的に、現像剤の排出特性は次のようにして測定可能である。現像スリーブ４２、現
像スクリュー４７及び撹拌スクリュー４８を所定の速度（回転数）で回転させた状態で、
現像スリーブ上に現像剤が均一にコーティングされるまで現像容器４１に現像剤を投入す
る。即ち、まず現像容器内の現像剤が定常状態になるまで、現像スリーブ４２、現像スク
リュー４７及び撹拌スクリュー４８を回転させる（例えば１～２分間）。次に、現像スリ
ーブ上に現像剤が均一にコーティングされてから、所定量の補給剤を少しずつ補給口３０
から投入したときの現像剤の排出量を測定する。例えば３０秒間に亘って少しずつ合計１
０ｇの補給剤を投入し、その間の現像剤の排出量を測定する。これにより、単位時間当た
りの現像剤の排出量が算出できる。
【００４３】
　図８に、現像スクリュー４７を高速回転させて画像形成ジョブを行った場合の現像剤の
排出特性を示す。ここでは、ベタ画像の画像形成時の感光ドラム上のトナー量を０．５（
ｍｇ／ｃｍ２）とした。その場合、図８に示すように、高速回転時における単位時間当た
りの現像剤排出量は０．０４（ｇ／ｓｅｃ）となる。そして、排出特性との交点ｂ（ベタ
連続時現像剤安定点ｂ）は約３３０グラムとなる。つまり、ベタ画像を連続プリントした
場合（ベタ連続時）、現像容器内の現像剤量は３３０グラムに至り維持される。
【００４４】
　上述のように、本実施形態は、羽根４７ｂを切り欠いた対向部４７ｃにより、跳ね上げ
による排出口４０からの現像剤の排出を抑制すると共に、現像剤を滞留させオーバーフロ
ーによる排出口４０からの現像剤の排出を実現しようとするものである（図４参照）。し
かしながら、現像スクリュー４７の対向部４７ｃにおける現像剤の滞留の度合いは、現像
剤の搬送速度ひいては現像スクリュー４７の回転数によって著しく異なることが発明者に
より実験で確認されている。
【００４５】
　ここで、現像剤の搬送速度が速い場合として現像スクリュー４７を高速回転させた場合
の現像剤の剤面高さを図９（ａ）に、現像剤の搬送速度が遅い場合として現像スクリュー
４７を低速回転させた場合の現像剤の剤面高さを図９（ｂ）に示す。なお、図中の実線の
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矢印Ｆ１、Ｆ３は回転する現像スクリュー４７によって図示の位置における第一方向への
搬送速度を表し、図中の点線の矢印Ｆ２は現像剤の剤面を上昇させる方向（第一方向に直
交する方向）に働く力を表している。
【００４６】
　図９（ａ）に示すように、現像剤の搬送速度が速い場合には、現像剤の搬送速度が遅い
場合に比べて、対向部４７ｃにおける搬送力と、第一方向（図中Ｒ４方向）上流側の領域
４７ｄの搬送力との差が大きくなる。それ故、領域４７ｄに比べて対向部４７ｃでの現像
剤の搬送速度が大きく減速する。これにより、現像剤が滞留して現像剤の剤面高さが上昇
するので、排出口４０からの現像剤の排出が促される。また、図９（ｂ）に示すように、
現像剤の搬送速度が遅い場合には、現像剤の搬送速度が速い場合に比べて、対向部４７ｃ
における搬送力と、第一方向上流側の領域４７ｄの搬送力との差分が小さくなる。それ故
、対向部４７ｃと領域４７ｄとで現像剤の搬送速度はほとんど変わらない。つまり、領域
４７ｄに比べ対向部４７ｃでの現像剤の搬送速度が大きく減速していない。よって、現像
剤の剤面高さが上昇し難く、排出口４０からの現像剤の排出が抑制される。
【００４７】
　即ち、現像剤の搬送速度は現像スクリュー４７（詳しくは羽根４７ｂ）の回転数に比例
し、羽根４７ｂがより速く回転するにつれて現像剤の搬送速度は速くなる。しかしながら
、対向部４７ｃでは羽根４７ｂを切り欠いているが故に、対向部４７ｃにおける現像剤の
搬送速度は現像スクリュー４７の回転数に比例しない。従って、現像スクリュー４７の回
転数が速ければ速いほど、対向部４７ｃに現像剤が滞留しやすくなる。他方、現像スクリ
ュー４７の回転数が遅ければ遅いほど、対向部４７ｃに現像剤が滞留し難くなる。現像ス
クリュー４７が所定の回転数以下で回転された場合、対向部４７ｃに現像剤がほとんど滞
留し得ない。
【００４８】
　図１０に、現像スクリュー４７を低速回転させて画像形成ジョブを行った場合の現像剤
の排出特性を示す。現像スクリュー４７を低速回転させた場合には、上述したように対向
部４７ｃに現像剤が滞留し難くなる結果、現像スクリュー４７を高速回転させた場合に比
べて現像剤の排出量が減少する（図９（ｂ）参照）。ここでは、図１０に示すように、低
速回転時における単位時間当たりの現像剤排出量は０．０２（ｇ／ｓｅｃ）となる。そし
て、排出特性との交点ｂ（ベタ連続時現像剤安定点ｂ）は約４０５グラムとなる。つまり
、低速回転でベタ画像を連続プリントした場合には、現像容器内の現像剤量が４０５グラ
ムに至り維持される。このように、現像スクリュー４７を第二速度よりも遅い第一速度で
低速回転させた場合には、現像剤の排出量が減少して現像容器内の現像剤量が増えやすい
。
【００４９】
　ただし、現像容器内の現像剤量が増えすぎると、既に述べたように、現像容器４１から
の剤漏れ、現像スクリュー４７や撹拌スクリュー４８のスクリューロックなどが生じやす
くなる。そこで、現像容器内の現像剤量を増えすぎないようにするために、画像形成動作
時に現像スクリュー４７の回転数を速くすることが考えられる。しかしながら、そうした
場合には、低速回転での単位時間当たりの最小補給量と排出特性との交点ａが高速回転で
の単位時間当たりの最小補給量と排出特性との交点ａと大きくずれてしまい得る（図７参
照）。そうなると、現像容器内の現像剤量が著しく少なくなり、現像スリーブ４２のコー
ティング不良を生じさせる虞があるので、単純に現像スクリュー４７の回転数を速くする
ことはできない。
【００５０】
　本実施形態では上記点に鑑み、現像スクリュー４７を低速回転させて画像形成ジョブを
行った場合に、非画像形成時に、一時的に現像スクリュー４７を高速回転で所定時間に亘
って回転させるようにした。具体的には、連続搬送される記録材と記録材との間（紙間）
あるいは画像形成ジョブの後回転時に、現像スクリュー４７を高速回転で所定時間に亘っ
て回転させる。こうすると、排出口４０からの現像剤の排出が促進されて現像容器内の現
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像剤量が減少するので、現像容器内の現像剤量が増えすぎることに起因する剤漏れやスク
リューロックなどを抑制できる。以下、本実施形態について説明する。
【００５１】
＜回転制御処理＞
　本実施形態の回転制御処理について、図６を参照しながら図１１を用いて説明する。図
１１に、本実施形態の回転制御処理のフローチャートを示す。本実施形態の回転制御処理
（駆動モード）は制御部２００により実行可能な処理であり、画像形成ジョブの開始にあ
わせて開始され、画像形成ジョブの終了にあわせて終了される。ただし、本実施形態の回
転制御処理は実質的に、現像スクリュー４７を低速回転させて画像形成ジョブを行った場
合に、１枚の記録材Ｓのプリントが開始される度に繰り返される。
【００５２】
　図１１に示すように、制御部２００は、所定条件として平均画像比率が所定比率（例え
ば１５％）以上の記録材Ｓの枚数をカウントする（Ｓ１）。具体的には、現像スクリュー
４７を低速回転させて画像形成した記録材Ｓの枚数をカウント（累計）すると共に、記録
材Ｓの１枚当たりの画像比率の平均値（これを平均画像比率と呼ぶ）を算出していく。平
均画像比率は、例えば１枚ごとに計算し更新してもよいし、所定枚数（例えば１０枚）ご
とに計算し更新してもよい。なお、記録材Ｓの累計枚数と平均画像比率は、現像スクリュ
ー４７を第一速度で回転させて画像形成する最初の画像形成開始からカウントされる。
【００５３】
　本実施形態は、平均画像比率と記録材Ｓの累計枚数とにより「現像容器４１内に入って
きた現像剤の剤量」を得ようとするものである。即ち、現像容器内の現像剤の増加量は、
「現像容器４１内に入ってきた現像剤の剤量」－「現像容器から排出された現像剤の剤量
」で求められる。ただし、現像スクリュー４７を低速回転させて画像形成した場合、「現
像容器から排出された現像剤の剤量」は実質的に「０」であるので、本実施形態では「現
像容器４１内に入ってきた現像剤の剤量」だけで現像容器内の現像剤の増加量を予測して
いる。現像容器内の現像剤の増加量を予測できれば、現像剤が現像容器４１から漏れ出し
たり、あるいはスクリューロックを生じさせたりするほど、現像容器内の現像剤が増えた
か否かを把握できる。
【００５４】
　図１１の説明に戻り、制御部２００は、平均画像比率が所定比率以上であり且つ上記カ
ウントした記録材Ｓの累計枚数が第一閾値より小さいか否かを判定する（Ｓ２）。第一閾
値は、例えば５００枚である。累計枚数が第一閾値より小さい場合（Ｓ２のＹＥＳ）、制
御部２００は回転制御処理を終了する。この場合、画像形成ジョブは終了していないので
、次の記録材Ｓへのプリント開始にあわせて、制御部２００は回転制御処理を繰り返す。
また、この場合、画像形成ジョブがこのまま終了したとしても、累計枚数と平均画像比率
はリセットされずに、メモリ２０１に記憶される。つまり、前回の回転制御処理時の累計
枚数と平均画像比率は、次回の回転制御処理に引き継がれる。
【００５５】
　他方、累計枚数が第一閾値以上である場合（Ｓ２のＮＯ）、制御部２００は実行中の画
像形成ジョブの終了であるか否か、詳しくは画像形成ジョブを終了させる信号を受信した
か否かを判定する（Ｓ３）。画像形成ジョブの終了である場合（Ｓ３のＹＥＳ）、制御部
２００は、スクリューモータ６１を制御して現像スクリュー４７の回転数を第一速度から
第二速度に変え、画像形成ジョブの後回転時に現像スクリュー４７を第一時間に亘り高速
回転させる（Ｓ４）。第一時間は、例えば６０秒である。そして、制御部２００は累計枚
数と平均画像比率をリセットする（Ｓ５）。なお、この場合には、次の画像形成ジョブが
開始されるまで、制御部２００は回転制御処理を繰り返さない。
【００５６】
　画像形成ジョブの終了でない場合（Ｓ３のＮＯ）、制御部２００は平均画像比率が所定
比率以上であり且つ上記カウントした記録材Ｓの累計枚数が第二閾値より小さいか否かを
判定する（Ｓ６）。第二閾値は、例えば１０００枚である。累計枚数が第二閾値（所定枚
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数）より小さい場合（Ｓ６のＹＥＳ）、制御部２００は回転制御処理を終了する。この場
合、画像形成ジョブは終了していないので、次の記録材Ｓへのプリント開始にあわせて、
制御部２００は回転制御処理を繰り返す。
【００５７】
　他方、累計枚数が第二閾値以上（所定枚数以上）である場合（Ｓ６のＮＯ）、制御部２
００はスクリューモータ６１を制御して現像スクリュー４７の回転数を第一速度から第二
速度に変えて、紙間で現像スクリュー４７を第二時間に亘り高速回転させる（Ｓ７）。第
二時間は例えば１２０秒であり、制御部２００は第二時間を確保すべく紙間を拡げるよう
に変更する。また、制御部２００は現像スクリュー４７を第二時間に亘り高速回転した後
、現像スクリュー４７の回転数を第二速度から第一速度に戻すと共に、紙間を変更前に戻
す。即ち、制御部２００は駆動モード時、紙間を駆動モードを実行しない場合よりも拡げ
る。そして、制御部２００は累計枚数と平均画像比率をリセットする（Ｓ８）。この場合
、画像形成ジョブは終了していないので、次の記録材Ｓへのプリント開始にあわせて、制
御部２００は回転制御処理を繰り返す。
【００５８】
　なお、連続して画像形成ジョブが入力された場合や画像形成ジョブの途中に次の画像形
成ジョブが入力された場合、制御部２００はこれらをまとめて１つの画像形成ジョブと判
断する。それ故、１つの画像形成ジョブ中に、現像スクリュー４７を低速回転させて画像
形成を行う場合と、現像スクリュー４７を高速回転させて画像形成を行う場合とが混在し
得る。そうした場合に、現像スクリュー４７が低速回転から高速回転に切り替えられて所
定時間（例えば６０秒）以上に亘り回転されれば、上記の累計枚数と平均画像比率をリセ
ットしてよい。これは、現像スクリュー４７が高速回転されて画像形成ジョブが行われる
ことで、現像容器４１からの現像剤の排出が促進されるからである。従って、現像スクリ
ュー４７が高速回転されても、それが所定時間以上でない場合には、上記の累計枚数と平
均画像比率をリセットしなくてよい。
【００５９】
　本実施形態の場合、制御部２００は、平均画像比率が第一比率である場合に第一駆動時
間に亘り現像スクリュー４７を駆動し、平均画像比率が第一比率より高い第二比率である
場合に第一駆動時間よりも長い第二駆動時間に亘り現像スクリュー４７を駆動する。具体
的には、表１に示すように、平均画像比率に応じて現像スクリュー４７を高速回転させる
駆動時間を変更可能である。
【表１】

【００６０】
　なお、上記の累計枚数は、センサ３００により検出された湿度や予測される湿度（予測
値）が所定湿度（例えば４０％）以上である場合に限りカウントするようにしてもよい。
また、上記した第一閾値と第二閾値、第一時間と第二時間とは、現像スクリュー４７の低
速回転時の回転数によって異なってよい。例えば、現像スクリュー４７の回転数が１４０
（ｍｍ／ｓｅｃ）の場合には、上述したように第一閾値を５００枚、第二閾値を１０００
枚、第一時間を６０秒、第二時間を１２０秒とする。これに対し、現像スクリュー４７の
回転数が１６０（ｍｍ／ｓｅｃ）の場合には、第一閾値を８００枚、第二閾値を１６００
枚、第一時間を５０秒、第二時間を１００秒としてよい。即ち、現像スクリュー４７がよ
り低速で回転され画像形成ジョブを行っている場合には、より少ない枚数のときにより長
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い時間に亘って現像スクリュー４７を高速回転させるのが好ましい。
【００６１】
＜実験結果＞
　発明者らは、上述した回転制御処理を行う本実施形態と、上述した回転制御処理を行わ
ない比較例とについて、現像スクリュー４７を低速回転させベタ画像を連続して１万枚の
記録材Ｓにプリントする実験を行った。図１２（ａ）に本実施形態の実験結果を、図１２
（ｂ）に比較例の実験結果を示す。図１２（ａ）及び図１２（ｂ）は、プリント枚数に応
じた現像容器内の現像剤量の推移を表している。
【００６２】
　図１２（ｂ）に示す比較例の場合、プリント枚数が４０００枚までは現像剤量が増加す
る。そして、プリント枚数が４０００枚以上になると、現像剤量が約４００グラムでほと
んど増減しなくなる。現像容器内の現像剤量が約４００グラムである場合、上記したよう
に、現像容器内の現像剤量が増えすぎることに起因して剤漏れやスクリューロックなどが
生じやすくなる。これに対し、本実施形態の場合には、上記した回転制御処理に従って１
０００枚のプリント毎に、現像スクリュー４７が所定時間に亘って高速回転される（図１
１のＳ６、Ｓ７参照）。それ故、図１２（ａ）に示すように、プリント枚数が１０００の
倍数に達する毎に、現像容器内の現像剤量が回転数の変更前後で約１５０～２００グラム
ほど減少される。こうして、本実施形態の場合には現像容器内の現像剤が例えば３８０グ
ラム程度で抑制される。
【００６３】
　以上のように、本実施形態では、所定条件でプリント枚数が閾値に達していたら、画像
形成ジョブの終了時や紙間で、低速回転させていた現像スクリュー４７を所定時間に亘っ
て高速回転させるようにした（図１１のＳ４、Ｓ７参照）。現像スクリュー４７を画像形
成時よりも高速で回転させることで、現像スクリュー４７の対向部４７ｃにおいて現像剤
の剤面を上昇させることができ、もってオーバーフローによる排出口４０からの現像剤の
排出が促進される（図９（ａ）及び図９（ｂ）参照）。即ち、現像容器内の現像剤は排出
口４０から半強制的に排出される。これにより、現像容器内の現像剤量が減少するので、
現像容器内の現像剤量が増えすぎることに起因する現像容器４１からの剤漏れや、現像ス
クリュー４７や撹拌スクリュー４８のスクリューロックなどを抑制することができる。
【００６４】
［第二実施形態］
　上述した第一実施形態の回転制御処理では（図１１参照）、平均画像比率と記録材Ｓの
累計枚数とにより「現像容器４１内に入ってきた現像剤の剤量」を得る場合を示したがこ
れに限らない。例えば、補給装置７（図２参照）により補給された補給剤の補給量に応じ
て、画像形成ジョブの終了時や紙間で、低速回転させていた現像スクリュー４７を所定時
間に亘って高速回転させるようにしてもよい。こうした第二実施形態の回転制御処理は図
１１に示した回転制御処理を一部読み替えることで説明できるので、以下では第二実施形
態について図１１を用いて説明する。なお、第一実施形態と異なる処理以外は上述した第
一実施形態と同様であるので説明を簡略化している。
【００６５】
　第二実施形態の回転制御処理の場合、制御部２００は現像剤の補給量に関する情報とし
て、補給スクリュー３２（図２参照）を回転した回数に相当する補給ブロック数をカウン
ト（累計）する（Ｓ１）。本実施形態の場合、補給装置７から補給される補給剤は一ブロ
ック当たり３１０ｍｇであり、補給ブロック数をカウントすることで現像容器４１に補給
された補給剤の補給量がわかる（補給量＝３１０ｍｇ×補給ブロック数）。制御部２００
は、カウントした補給ブロック数が第一閾値より小さいか否かを判定する（Ｓ２）。第一
閾値は、例えば５０ブロックである。補給ブロック数が第一閾値より小さい場合（Ｓ２の
ＹＥＳ）、制御部２００は回転制御処理を終了する。この場合、画像形成ジョブがこのま
ま終了したとしても、累計した補給ブロック数はリセットされずにメモリ２０１に記憶さ
れ、次回の回転制御処理に引き継がれる。なお、補給ブロック数は、現像スクリュー４７
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を第一速度で回転させて画像形成する最初の画像形成開始からカウントされる。
【００６６】
　他方、補給ブロック数が第一閾値以上である場合（Ｓ２のＮＯ）、制御部２００は実行
中の画像形成ジョブの終了時であるか否かを判定する（Ｓ３）。画像形成ジョブの終了時
である場合（Ｓ３のＹＥＳ）、制御部２００は画像形成ジョブの後回転時に現像スクリュ
ー４７を第一時間に亘り高速回転させる（Ｓ４）。第一時間は、例えば６０秒である。そ
して、制御部２００は補給ブロック数をリセットする（Ｓ５）。
【００６７】
　画像形成ジョブの終了時でない場合（Ｓ３のＮＯ）、制御部２００はカウントした補給
ブロック数が第二閾値より小さいか否かを判定する（Ｓ６）。第二閾値は、例えば７０ブ
ロックである。累計枚数が第二閾値より小さい場合（Ｓ６のＹＥＳ）、制御部２００は回
転制御処理を終了する。他方、カウントした補給ブロック数が第二閾値以上（所定値以上
）である場合（Ｓ６のＮＯ）、制御部２００は紙間で現像スクリュー４７を第二時間に亘
り高速回転させる（Ｓ７）。第二時間は例えば１２０秒であり、制御部２００は第二時間
を確保すべく紙間を拡げるように変更する。また、制御部２００は現像スクリュー４７を
第二時間に亘り高速回転した後、現像スクリュー４７の回転数を第二速度から第一速度に
戻すと共に、紙間を変更前に戻す。そして、制御部２００は補給ブロック数をリセットす
る（Ｓ８）。
【００６８】
＜実験結果＞
　発明者らは、上述した第一実施形態と第二実施形態のそれぞれで、現像スクリュー４７
を低速回転させ、ベタ画像を３０００枚、画像比率５％の画像を３０００枚、さらにベタ
画像を４０００枚を順に、記録材Ｓに連続してプリントする画像形成ジョブを行った。図
１３（ａ）に第二実施形態の実験結果を、図１３（ｂ）に比較例として第一実施形態の実
験結果を示す。図１３（ａ）及び図１３（ｂ）は、プリント枚数に応じた現像容器内の現
像剤量の推移を表す。なお、この場合、画像比率５％の画像をプリント中に補給剤は補給
されない（図中の３０００～６０００枚）。
【００６９】
　図１３（ａ）と図１３（ｂ）とを比較して理解できるように、プリント枚数が３０００
枚までの場合またプリント枚数が６０００枚より多い場合には、第一実施形態でも第二実
施形態でも現像剤量がほぼ同じように推移している。他方、プリント枚数が３０００～６
０００枚の場合（画像比率５％の画像のプリント中）には、現像剤量の推移が第一実施形
態と第二実施形態とで異なる。図１３（ｂ）に示すように、第一実施形態の場合、現像剤
量が４０００枚、５０００枚、６０００枚のときに現像剤量が極端に減少している。これ
は、上述したように、第一実施形態の場合には補給剤の補給に関わらず、１０００枚のプ
リント枚数毎に現像スクリュー４７を高速回転させ、排出口４０から強制的に現像剤を排
出させるからである。
【００７０】
　これに対し、図１３（ａ）に示す第二実施形態の場合には、プリント枚数が３０００～
６０００枚のときに現像剤量が少しずつ減少している。これは、第一実施形態の場合と異
なり、４０００枚、５０００枚、６０００枚のときに、現像スクリュー４７を高速回転さ
せる上述した回転制御処理が行われていないことを示している。即ち、第二実施形態の場
合には、紙間を変更して回転制御処理が行われない分、第一実施形態の場合に比べダウン
タイムを少なくできている。そして、第二実施形態の場合には３分（６０秒×３回）だけ
ダウンタイムが少なくなるにも関わらず、最大現像剤量は第一実施形態の場合と変わらな
い３８０グラムに抑制できている。以上のように、第二実施形態の場合には不要なダウン
タイムを生じさせずに、現像容器内の現像剤量が増えすぎることに起因する現像容器４１
からの剤漏れ、あるいは現像スクリュー４７や撹拌スクリュー４８のスクリューロックな
どを抑制し得る。
【００７１】
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　なお、上述した第二実施形態では、現像剤の補給量に関する情報として補給ブロック数
を用いたが、これに限らない。例えば、補給剤の補給量をビデオカウント値から予想され
るトナー消費量に応じて求めるような場合には、現像剤の補給量に関する情報としてビデ
オカウント値を用いてもよい。また、現像剤の補給量に関する情報が取得できれば、補給
装置７による補給剤の補給方法は上述したブロック補給方式以外であってもよい。例えば
、トナーを収容したトナーボトルを回転させて補給剤の補給を行う構成の場合には、トナ
ーボトルの１回転当たりの補給量が推定できることから、現像剤の補給量に関する情報と
してトナーボトルを回転した回数を用いてもよい。
【００７２】
［他の実施形態］
　なお、上述した各実施形態では、排出口４０が現像室４５に形成されている場合を例に
説明したが、これに限らない。上述した各実施形態は、排出口４０が撹拌室４６に形成さ
れた現像装置にも適用できる。
【００７３】
　なお、上述した各実施形態では、現像容器４１が現像室４５と撹拌室４６とに上下方向
に区画されている縦撹拌型の現像装置を例に説明したが、これに限らない。上述した各実
施形態は、例えば現像容器４１が現像室４５と撹拌室４６とに水平方向に区画されている
横撹拌型の現像装置にも適用できる。
【符号の説明】
【００７４】
１（１Ｙ～１Ｂｋ）…像担持体（感光ドラム）、７…補給手段（補給装置）、３１…補給
容器（ホッパー）、３２…補給スクリュー、４０…排出口、４１…現像容器、４２…現像
剤担持体（現像スリーブ）、４５…第一室（現像室）、４６…第二室（撹拌室）、４７…
搬送スクリュー（現像スクリュー）、４７ａ…回転軸、４７ｂ…羽根、４７ｃ…跳ね上げ
抑制部（切り欠き部、対向部）、６１…駆動手段（スクリューモータ）、１００…画像形
成装置、２００…制御手段（制御部）
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